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今後の課題

研究の背景:情報システムと生産性､製品開発についての研究
情報化(投資)と生産性

企業レベル
Brynjolfsson and Hitt ( 2003) Brynjolfsson ( 2004)　企業の能力によってそ
の効果が異なる｡
元橋(2005)　情報化(投資)と成果の企業間格差拡大　

工場レベル
Bartel et al. ( 2007) 　工場での導入と品質

製品開発と情報システム
藤本､安本 (2000)　日本での製品開発とCADの利用→ツールよりも組織要因の
方が成果への影響大きい
延岡､藤本隆宏 (2004)　CAD､CAEの導入により日本は工数縮小したが欧米は
そうではない｡
Banker et al. ( 2006) 製品開発における協調collaborationシステムによる効果

共同作業用の情報システムによって､開発のためのコスト､時間､品質による影響

これまでの研究の限界
これまでの研究の限界

情報システムにのみ注目
既存の(IT以外の)ツールとの関係が不明確

情報システムの多様性を無視
情報システムの用途は多様である｡

一時点での分析



研究の目的

本研究の対象
新製品開発における情報システムの利用と新製品開発の成果
に注目

本研究の目的
情報システムだけでなく既存の手法(ブレーン･ストーミング､
品質表､試作品の作成など)にも注目し､利用状況を把握･分類｡
情報システム､既存手法の利用パターンに影響を与える要因
の分析
情報システムなどの利用パターンなどと製品開発のパフォー
マンスとの関係の分析
複数時点での利用パターンの変化とその規定要因の把握

理論的枠組み

製品開発ツールの利用
(パターン)
情報システム
非情報システム

開発成果
革新性
スピード
品質

企業の内部要因
情報共有
情報活用
リスク志向

製品の特徴
業種など

製品開発プロセス要因
公式化

コンカレント
リーダー

開発のためのインプット
技術資源
市場情報

外部環境要因
競争

需要変動

データ
調査対象 

上場製造業で製品開発を行っている部門の長｡
調査方法

郵送法
調査フレーム

ダイヤモンド社　会社職員録より､製品開発を担当しているだろう以下の者
を抽出｡｢商品企画｣など部署がある企業を選び､その長を選ぶ｡商品企画など
の部署がない企業については､管理部門など､製品開発に関連がありそうな
部署の長を選ぶ｡

回収数/発送数および回答率
2007年　151/612=24.7%
2008年　124/646=23.4%
2009年　103/631=16.3%
2010年　133/677=19.6%
2011年　121/555=22.2%
2012年　149/722=20.8%

分析手順
ツールの利用状況の分類

ツールの利用状況(0/1)
相関行列

負の相関はない→各ツールは代替するのではなく､補完もしくは独立｡
非階層クラスタ分析

ツールの利用パターンによって企業を分類

ツールの利用パターンの規定要因の分析
多項ロジットモデル 従属変数:クラスタ分類(番号:名目尺度)

説明変数:外部環境要因､製品の特徴､等
製品開発成果の規定要因(成果指標毎)

回帰分析(ステップワイズ)
従属変数:製品の革新性､開発スピード､品質
説明変数:クラスタ分類､外部環境要因､製品の特徴､クラスタ分類×これら要因等

利用状況の変化とその規定要因
2時点以上回答した企業について､t､t+1での利用パターンを集計
その変化の規定要因を分析｡



製品開発ツールの利用状況による分類(非階層クラスタ分析) (再掲)理論的枠組み

製品開発ツールの利用
(パターン)
情報システム
非情報システム

開発成果
革新性
スピード
品質

企業の内部要因
情報共有
情報活用
リスク志向

製品の特徴
業種など

製品開発プロセス要因
公式化

コンカレント
リーダー

開発のためのインプット
技術資源
市場情報

外部環境要因
競争

需要変動

規定要因

概念は直接測定できない
各概念ごとに2-4項目を設定｡リッカート尺度で主観的に回
答
例
需要の変動(クロンバックα= 0.608)

消費者の好みの変化が激しい。
様々なニーズをもった消費者､ユーザーがいる｡

製品の革新性 (クロンバックα= 0.751)
他社と比べて革新的な機能､性能をもつ製品が多い｡
他社と比べて新しい用途の提案という面で市場をリードしている｡

多項ロジット回帰

　j’　基準となるクラスタ
　j　クラスタ
　X　説明変数



ツールの利用状況の規定要因(多項ロジット回帰:z値)

注)***:1%水準で有意  **:5%水準で有意  *:10%水準で有意

新製品開発成果の規定要因

製品開発ツールの利用
(パターン)
情報システム
非情報システム

開発成果
革新性
スピード
品質

企業の内部要因
情報共有
情報活用
リスク志向

製品の特徴
業種など

製品開発プロセス要因
公式化

コンカレント
リーダー

開発のためのインプット
技術資源
市場情報

外部環境要因
競争
需要変動

3つの成果指標
開発スピード
製品の革新性
製品の品質

製品開発の成果についての推定結果(t値)

注)***:1%水準で有意  **:5%水準で有意  *:10%水準で有意

2時点間での製品開発ツールの利用状況の遷移

積極化

消極化



利用状況の遷移の規定要因の分析結果(z値)

注)***:1%水準で有意  **:5%水準で有意  *:10%水準で有意

研究からの知見/貢献･インプリケーション

新製品開発ツール
(古典的な手法と情報システムは)代替するのではなく補完する
利用状況が､5種類に分類される

それらは外部環境､企業内要因などによって説明される
新製品開発の成果も､これらによって影響される｡

情報ツールの利用状況と製品開発の成果
積極的に利用している企業だけでなく､古典的なツールを中心に利用して
いる企業でも､効率的に自社の技術資源と市場情報を統合して革新的な製
品に結びつけている｡
ただし､ツールの利用パターンそのものが製品開発の成果にあたえる影響
は限定的｡他の要因との交互作用が重要｡

情報化は､各企業の外部要因､企業要因を考慮して進める必要がある｡
情報ツール利用の積極化

ある程度進めた企業はさらに積極化しにくい｡

今後の課題

複数時点でのデータをプール
パネルデータとしての分析
結果の安定性､時系列での変化といった点を解明｡

産業間での比較
産業内での比較

製品開発パフォーマンスは主観的
客観的なデータが入手できれば可能(工数､費用等)

探索的な分析
理論的の構築(利用パターンが違うことは何を意味するの
か?)
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